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●学位請求論文要旨
韓国における地域児童センターの地域施設化
　　　　　一子どもの権利の視点から一
朴　志允
1．研究の意義・目的
　近年、日本と韓国では、少子化、離婚の増加、貧困、
虐待などを背景とする子どもや子育て家族の変化
に対して、地域の対応が求められているが、両国
において共通している課題は、その受け皿が十分
整理されていないことである。地域では保護や支
援を求める子どもや家族が急増し、子どもの権利
にもとついた地域における支援が求められている。
　こうした中で韓国の地域福祉学会では、近年こ
れまでの貧困階層に特化した地域での支援をすべ
ての地域で暮らす支援を必要としている人に対す
る仕組みに変更するために、地域代表者たちの力
を借りて、地域での暮らしを支える社会福祉のあ
り方が模索され始めている。具体的には、地域住
民の自主的力量強化、福祉権利の実現のため、住
民参加を通じた地域福祉運動が多様に展開され、
2005年には「全匡1地域福祉団体ネットワーク」が
発足している，
　本論文の対象とした地域児童センターについて
も、2003年の法制化時には、このセンターの地域
での役割を「子どもが保障されるべき権利を保障
する施設とし、地域の中で必要とする子どもに対
し、地域社会のすべての資源を組織化し健康で安
全な保護、養育を目的とする社会福祉統合サービ
ス」（ガンミョンスン2007：28）と位置づけ、子ど
もの権利条約批准後の韓国社会での子どもたちの
地域での生活を支援する施設としている．
　本論文では、こうした地域における地域社会の
すべての資源を利用し、地域の人たちの協力のも
とに、子どもの権利を実現する地域支援実践を実
現することを、仮に「地域施設化」と称し、口本
における常に普遍的主義を中心とする児童館を中
心に児童福祉政策の状況や子どもの権利条約研究
に学びながら、韓国での取り組みを進めるために
必要な要素を明らかにすることを目的として論を
すすめることにする。
2．研究方法・倫理的配慮
　本研究は、先行研究・資料から問題関心を抽出
した上で、韓国A市の地域児童センター（13施設中
法制化以前から運営6ヶ所、法制化後運営7ヶ所）で、
施設長へのヒアリング調査、職員へのアンケート
調査を行った。
　地域児童センターに関する主要な先行研究には、
ゴンブバン時代からの支援者であり、法制化にも
直接関係した理論的なリーダー、ガンミョンスン
の『韓国の貧困児童と地域児童センター法制化に
関する理論と実践』、イギョンリムの『貧困家族の
社会的支持が子どものエンパワーメントに与える
影響」がある。これらの先行研究は、貧困問題の
克服または、貧困家庭の子ども支援という視点か
ら、地域児童センターの役割について歴史的な政
策分析をしたものである。
　この調査では、センターにおける活動がどのよ
うに子どもの権利を具体化しているのか、また、
その実態が子どもの権利にどのように影響を与え
ているのかについて次のような関心から調査した。
第1に、地域児童センターへの法制化前と後に設
置された施設では、取り組み内容に違いがあるの
ではないか。第2に、法律の成立と現場での支援に
何らかの葛藤が生じているのではないか。第3に、
国が定める地域児童センターのマニュアルの実施
状況。第4に、施設の設立時期、仕事上の地位（施
設長／職員）、職種により、子どもの権利・保護に
対する意識の違いがあるのではないか一第5に、
施設の取り組みは研修によってどのように変化す
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るのかである。
〈倫理的配慮〉は下記の通りである。
○質的調査：文書で研究の趣旨や倫理的配慮を説
明のうえ、データの保管、プライバシーの保護、
研究以外の目的で使用しないことを説明し、調査
を行った．得られた内容は文章化し、メールにて
確認をした。
3．章構成
序章
第1章韓国児童福祉政策概要
第2章地域児童センターの法制化及び機能の実
　　　態
第3章　地域児童センター実施体制の現状と課題
第4章考察：地域施設化の促進要因
第5章　結論：地域児童センターの地域施設化を
　　　めぐって
4．各章の内容
【序章】
本要旨「研究意義・目的」、「研究方法・倫理的配慮」
参照．
【第1章】
　ここでは、韓国における児童福祉問題に関する
諸相と児童福祉の歴史・政策について、子どもの
権利条約の批准とその後の展開を中心に述べたc
　韓国における児童福祉問題は、少子化・核家族
化・家族解体の進行、女性の就労問題、ひとり親
家庭の増加などにより、多様化している．しかし、
国家が児童福祉の視点に基づきすべての子どもに
関心を示すようになってからの歴史は浅い。戦後
救護的福祉時期（1945－1960年代）には、緊急救護、
外国民間援助韓国連合会などによる民間団体支援
が中心であった。その後、残余的児童福祉期（～
1980年）、普遍的児童福祉期（～1990年代）を経るが、
子どもの権利に基づく児童福祉の取り組みが本格
化したのは、2000年に入ってからである，
　IMF金融危機以降の貧困問題、虐待・離婚等の
家族問題などにより、2000年に児童福祉法改正が
され、児童虐待に関する法的措置の強化、関連機
関の設置が行われた，しかし、IMF金融危機で発
生した貧困地域の子ども問題に対し、福祉支援イ
ンフラ（infrastructure）が構築されず、福祉死角
地帯で貧困児童の死亡が相次いで発生した（ガン
ミョンスン2007：50）。このようなIMF金融危機以
降の貧困地域の子どもの問題を背景に、利用者で
ある子どもも含めたゴンブバン活動の現場による
法制化を目指す運動を経て、地域児童センターは
誕生している。
　これらの他、子どもの権利実現のため、国家レ
ベルでの取り組みには、児童福祉法改正による国
家総理室傘下への「児童政策調整委員会」の設置
（2004）、子ども支援の専門家による「青少年委員
会」の設置（2005）、「子どもの権利モニタリングセ
ンター」の開所（2006）などがある。
【第2章】
　ここでは、法制化によるセンターの機能、実践
の変化について述べている。
　ゴンブバン活動のきっかけは、貧困地域で放任
された乳幼児の保護のため、民間非営利託児所が
1978年から運営されたことに始まる。2003年、ゴ
ンブバンが地域児童センターとして法制化される
過程では、第一一に、支援者である民間組織と当事
者の子どもによる法制化を促進する運動、第二に、
子どもの権利条約を実現するための施設にするた
めに国と企業が協力して新しい形のセンターを形
成すること、第三に地域で支援を必要とするすべ
ての子どもが利用する施設を地域につくりだすこ
とが必要という子ども支援に対する社会の認識の
変化を作り出していった。
　地域児童センターは、2004年895か所、2009年に
は3，474か所へと急速に増加している。放課後子ど
も指導、給食、情緒支援などが行われている．利
用している子どもの状況は、依然として生活保護i
受給など、貧困家庭の場合が多いが、共働きなど
一般の家庭の子どもの利用も毎年増加している。
　センターの運営マニュアルでは、子どもの権利
条約の内容を引用し、「無差別の原則、子どもの最
善の利益保障と共に、保障すべき権利内容を生存
権、保護権、発達権、参加権」と関連させた具体
的な取り組み内容を明記している。そのことによ
り、地域児童センターでは、子どもの権利意識の
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向上、子ども参加（例：「子ども会」）に取り組む
ようになってきている。
　子どもの権利条約を実現する地域児童センター
の新しい展開のため、企業のSKグループ、ブスロ
ギ、教育人的資源部、保健福祉部、自治体などで
構成されるHappy　Zone事業が2006年に始まってい
る。地域児童センターが提供する諸プログラムに
子どもが参加し、継続的、専門的支援を受けるこ
とによって、そこが居場所としての安心感を子ど
もたちにもたらしており、子ども参加が子どもの
権利実現に大きく影響していることが理解できた。
【第3章】
　ここでは、施設長及び職員への調査結果を示し
た。
　貧困地域と都市開発によりニュータウン地域に
位置しているA市の13か所（法制化前6ヵ所、法
制化後7ヵ所）の地域児童センターにて、施設長
へのインタビュー調査及び職員へのアンケート調
査を実施し、当該センターの類型化を図っている。
調査結果からは、支援対象は、貧困家庭の子ども
とする場合と、すべての子どもとする場合に分か
れた。支援方法は、「大人中心の支援」の場合と、
子ども参加（子ども自身が意見を述べ、決定可能
な環境を支援方法として取り入れている場合、特
に「子ども会」、「子ども会議」、「子どもの希望」など）
を実践している場合に分けることができた。
　これらの結果から、前者を縦軸（A軸）（すべて
の子ども一貧困家庭の子ども）、後者を横軸（B軸）
（子ども参加一大人中心／として4象限の図を作
成し、13の施設の施設長・職員がどこに位置する
かをまとめたものである【図参照】。
　これらの4つのグループから、子ども参加を促進
する要素として、①運営主体の理念、②施設長の
考え、③教育・研修体験、④企業、地域資源の利
用があると考えられた。
【第4章】
　ここでは、第3章の調査結果の考察を行った。
　支援対象が、貧困家庭の子どもからすべての子
ども支援に移行しない、大人中心から子ども参加
へ移行しない背景としては、以下の理由が考えら
れた。
　・運営主体の宗教的理念が強く、「恵まれない子
　　ども支援」、「保護対象」として貧困家庭の子
　　どもを優先して支援することが中心となって
　　いた（団）。
　　一方、運営主体が宗教的理念に基づいていて
　　も、運営マニュアルを取り入れ、子どもの権
　　利保障を実践しているセンターでは、子ども
　　の参加が取り入れられていた，さらに、量的
　　増加が実現することにより、「すべての子ど
すべての子ども
??（???）???E、1、J、　Mセンター G、H、　Kセンター
口 口
［］ 口
B、F、　Lセンター A、C、　Dセンター
???（???）??
貧困家庭子ども
【図】地域児童センターの地域施設化の分類
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　　も」に対する支援に変化するが、それまでは
　　貧困支援のみを対象としたいと考えている場
　　合（口）．
　・すべての子ども支援を支援対象としているが、
　　子どもの参加が実践されていない［Zコグルー
　　プでは、特に、法制化以前から運営され、法
　　制化後、児童福祉法や運営マニュアルに従い、
　　支援対象の拡大を試みるが、子どもの参加を
　　実施していなく、学習支援機能を中心とする
　　「塾」の代りになっていた。
　巨コは、すべてのグループのなかで最も運営主体
の理念が強く反映されており、宗教的側面が子ど
も支援に強く表れることは、支援の中心が子ども
の権利実現ではなく、運営主体の理念の実現に置
かれることも明らかになった。
　子ども参加へ向かって行かない背景には、支援
者の研修がなく、施設長の子ども支援に対する方
針が子どもの権利の視点に立っていないことが明
らかになった．［コ、［ログループは、子ども参加
を取り入れることで、子どもたちが抱えている問
題を子ども自身が解決していく環境づくりに力を
入れていた。
　第3章で抽出された、子ども参加を促進する4
つの要素を受け入れるかどうかによって、各セン
ターの4面の位置が違っていた。子どもの権利を
促進する要因として、地域に開かれた施設となる
こと（地域との継続的連携、企業からの専門的支
援）、国の明確な運営基準（マニュアル）による子
どもの権利教育や職員の教育・研修、運営主体の
理念より子ども支援の目標であることから［コグ
ループが最も子どもの権利を促進する要因を持っ
ていたことが明らかになった．
　これにより、［コグループは、序章で触れた地域
施設化に最も近いものであるということがわかっ
た。その結果から序章で仮に定義した地域施設化
との関連では◎支援対象としてすべての子ども、
乏支援の方向性として子どもの参加を通してセン
ターが子どもの居場所となること、③支援方向と
して地域社会連携・地域住民の参加が実現される
ことが地域施設化の要素として考えられることが
わかった．
【第5章】
　ここでは、地域児童センターの地域施設化に関
する総括的検討を行った，
　3つの要素の中からすべての子ども対象・子ども
参加を通じた子ども居場所作りは子どもの権利条
約からも明記されている条件であるが、支援方向
として地域社会の連携・地域住民参加が要素であ
ることが明らかになった。具体的な内容は以下の
通りである。
〈すべての子どもを対象とすること〉
　すべての子どもを対象とすることについては、
家族変容、貧困問題の深刻化、女性の就業率の上
昇のなかで、保育や放課後の子ども支援ニーズは
増加している。そうした地域で貧困家庭の子ども
のみを対象とすることは、子どもたちとの関係で
利用する子どものスティグマが発生し、安心でき
る居場所として利用が進まないという点などから、
子どもの権利実現に向けた取り組みの展開として、
すべての子どもを対象とされた。
〈地域社会との連携・住民参加〉
　地域社会との連携・住民参加については、支援
者である大人のパワーハラスメントを防止し、子
どもの権利実現を促進するために、地域住民や企
業の参加、地域社会との連携が重要な役割を持っ
ていた。
〈参加を通じた子どもの居場所の実現〉
　参加を通じた子どもの居場所の実現については、
子ども満足度調査から（地域児童情報センター・
保健福祉部2009）、子どもの参加率が高いと地域児
童センターの満足度も高くなっている。子どもの
満足度は、子どもが地域児童センターを自身の大
切な場である、安心できる、自分の存在そのもの
で居られると感じられるかどうか、つまり、自分
の居場所であるかどうかにつながるものである。
　以上の結果より、国の制度システムへの子ども
の権利条約の導入（子どもの権利条約にもとつい
た法制化の実現、センター運営のマニュアル化／は、
施設で実践されることによって具体化された。こ
の子どもの参加を運営主体や施設長・職員が認識
するためには、運営が地域に開かれ、地域との連携・
住民参加が保障されることが求められる，つまり、
地域との連携・住民参加が保障されることにより、
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貧困者への保護的・慈恵的な事業に価値を置く運
営から解放されると同時に、子どもの権利に基づ
く実践の促進に意義を感じるようになる。その結
果として子ども参加が実現し、取り組み内容が変
化し、子どもの満足度が上がり、子どもの居場所
化することが理解できた。
　一方、地域施設化を具体化できないセンターの
原因は、新しい子どもの権利条約の理念を具体化
するために求められている子ども参加を実施しよ
うとしない、宗教法人や社会活動家の古い意識に
あることが明らかになった。
　韓国の地域児童センターは、子ども参加を通じ
て法制化を実現することで、メディアの協力によ
り子どもや大人たちのセンターへの意識を変えさ
せた。また、子どもの権利条約に基づく運営マニュ
アル作成など、子ども参加を取り入れた支援のルー
ル作りを行ってきた。こうした韓国政府が、子ど
もの権利実現を子ども政策の目標とし、実践化の
マニュアルに条約の内容を具体化したことにより、
現場では、ゆっくりであるがその実現に向けた実
践が展開されている段階であるといえるだろう。
一方、国と企業と実践団体と子どもが地域市民と
一体になって子どもの権利条約の実現に取り組む
韓国の地域児童センターの研究からは、日韓共通
の子ども支援の課題が認識できるであろう。本論
文においても地域施設化を明らかにする中で、自
治体で子どもの権利条約の具体化に取り組む日本
の子ども支援研究と実践に学びながら論を進めて
きた。
　しかし近年日本の自治体の子どもの育成支援を
めぐる児童館施策に関しては、子どもの権利条例
制定やそれにもとつく自治体施策や事業化等が展
開し、行政や支援現場の価値観により、地域施設
化や子どもの権利に対する意識改善の違いが大き
くなっている．日本では子どもの権利条約の実践
に対する国レベルでのルールが形成されていない
ことも、その原因となっていることが、考えられるr
　子どもは施策・政策の単なる対象ではなく、権
利の主体であり、成長していく主体である。した
がって、子ども支援の施策・政策も子どもの権利
保障につながらなければならなく、様々な子ども
を支援する取り組みには子どもの権利の視点がな
ければ、子どもの成長やエンパワーメントにつな
がらない。さらに、子どもの参加も子どもの権利
の視点がなければ、方法論やスキル問題になって
しまうことについて、本研究を通じて確認をする
ことができた．
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